
○出水市地域づくり人材育成支援補助金交付要綱 

平成３１年１月２９日 

告示第１３号 

改正 令和２年３月３０日告示第５７号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地域コミュニティの活動の活性化を図るため、地域づくり

の人材の養成に資する研修を受講した者及び団体に対して、予算の範囲内にお

いて出水市地域づくり人材育成支援補助金（以下「補助金」という。）を交付

するものとし、その交付については出水市補助金等交付規則（平成１８年出水

市規則第４８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この告示に定

めるところによる。 

（補助対象研修） 

第２条 補助金の交付の対象となる研修（連続講座など複数の回数で実施される

研修を含む。以下「補助対象研修」という。）は、次に掲げるものとする。 

(1) 参加型研修 出水市以外の地方公共団体、国、公益法人、地域コミュニテ

ィ組織及びNPO法人等の営利を目的としない団体等が主催する地域づくり、人

材育成に関する研修 

(2) 講師招へい型研修 自主的・主体的な地域づくりのために講師、有識者、

アドバイザー等を招へいして開催する受講者１０人以上の研修会及び講演会 

(3) その他市長が認める研修 前２号に定めるもののほか、地域の活性化に効

果があると市長が認めるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは補助対象研修としない。 

(1) 個人の利益追求を目的とした資格取得のための研修 

(2) 申請を行った年度内に開催されない研修 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、第２条に規定する研修等に参加し、又

は研修等を主催する者であって、それぞれの研修等において次に掲げる事項に

該当するものとする。 

(1) 参加型研修 



ア 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市が備える住民

基本台帳に記録されていること。 

イ 地域コミュニティ及びNPO等において地域づくりの活動に従事している

者又は地域づくりに意欲と関心がある者であること。 

(2) 講師招へい型研修 

ア 団体の運営に関する規約等を備えた営利を目的としない団体（NPO法人又

は任意団体）であること。 

イ 原則５人以上で組織された団体で市内に事務所又は活動拠点を有してい

る団体であること。 

ウ 主に地域振興及び活性化を目的とした取組を実施している団体であるこ

と。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費という。」）は、

参加型研修にあっては、補助対象研修の受講に要する受講料及びこれに類する

もの並びに研修を受講するための旅費（次項において「研修旅費」という。）

とし、講師招へい型研修にあっては、講師、有識者、アドバイザー等の謝金及

び旅費並びに会場使用料とする。ただし、他の制度による補助を受けている又

は受ける見込みのある場合は、その経費は補助対象経費としない。 

２ 研修旅費は、公共交通機関の運賃、有料道路使用料及び宿泊費の実費とし、

出水市職員等の旅費に関する条例（平成１８年出水市条例第４５号）に規定に

より算出した額を上限とする。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、参加型研修にあっては、前条に規定する補助対象経費の

合計額に１０分の１０を乗じて得た額とし、１０万円を限度とする。講師招へ

い型研修にあっては、前条に規定する補助対象経費の１０分の１０を乗じて得

た額とし、２０万円を限度とする。 

２ 前項の場合において、当該補助金の額に１，０００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする。 

３ 補助金は、同一の者又は同一団体に対し、年度ごとに１回に限り交付するも



のとする。 

（補助金の交付の申請） 

第６条 規則第３条の補助金等交付申請書は、第１号様式によるものとし、同条

の規定により当該交付申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

(1) 研修受講計画書 

(2) 研修会等開催計画書（講師招へい型研修） 

(3) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による補助金の交付の申請は、原則として補助対象研修を受講す

る日又は開催する日の３０日前までに行わなければならない。 

（補助金の交付の決定の通知） 

第７条 規則第６条の規定による補助金等の交付の決定の通知は、出水市地域づ

くり人材育成支援補助金交付決定通知書（第２号様式）により行うものとする。 

（補助対象研修の内容等の変更） 

第８条 規則第７条第１項の内容等の変更事由は、次のとおりとする。 

(1) 補助対象経費の３０パーセントを超える増減 

(2) 研修受講計画又は研修会等開催計画の著しい変更 

２ 規則第７条第１項の補助金等変更申請書は、第３号様式によるものとし、同

項の規定により当該申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

(1) 研修受講変更計画書 

(2) 研修会等開催変更計画書（講師招へい型研修） 

(3) その他市長が必要と認める書類 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は、変更承

認のみを行う場合は、出水市地域づくり人材育成支援補助金変更承認通知書（第

４号様式）により、併せて変更交付決定を行う場合は、出水市地域づくり人材

育成支援補助金変更交付決定通知書（第５号様式）により行うものとする。 

（申請の取下げ） 

第９条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることができる期間は、

交付の決定の通知を受けた日から１０日を経過した日までとする。 

（実績報告） 



第１０条 規則第１３条の補助事業等実績報告書は、第６号様式によるものとし、

同条の規定により当該実績報告書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

(1) 研修報告書 

(2) 研修会等報告書（講師招へい型研修） 

(3) 補助対象経費の内容を確認できる領収書等の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 実績報告書の提出期限は、補助対象研修の受講修了後から３０日を経過した

日又は当該年度の３月末日のいずれか早い日とする。 

（補助金の額の確定） 

第１１条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定の通知は、出水市地域づ

くり人材育成支援補助金交付確定通知書（第７号様式）により行うものとする。 

（補助金の交付） 

第１２条 規則第１６条第１項の補助金等交付請求書は、第８号様式によるもの

とする。 

２ この補助金は、概算払により交付することができる。 

３ 規則第１６条第３項の概算払申請書は、第９号様式によるものとする。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３０日告示第５７号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


